檄
4.26全国統一行動に結集し、「地公波及阻止」に向け全力でたたかいを進めている全国の組合員の皆さんに対し、自治労中央闘争委員会を代表してたたかいの決意を申し上げる。

政府は、我々からの再三の申し入れがあったにもかかわらず、国公給与の臨時削減を地方公務員にも「要請」することを1月24日に閣議決定し、それに基づく地方交付税改正法案などを3月29日に成立させた。

今回の給与削減について、政府は、あくまで「要請」であるとの説明を繰り返しているが詭弁である。地方交付税を一方的に削減し、地方自治体に給与削減を「強要」するものに他ならない。デフレ脱却のため民間企業には賃金アップを要請する一方で、地公給与が地域経済に果たしている役割を検証することなく、地公給与削減の財源とバーターに、「防災・減災」と銘打った公共事業を行い、自治体の借金を増やすことは許されない。今回政府が行おうとしていることは、「地方自治の本旨」をないがしろにし、自治体の労使自治に不当介入するものである。我々は、自治体職員の賃金・労働条件は、自治体労使の交渉と合意によって決定するという当たり前のことに拘って、粘り強く交渉し、阻止を勝ち取っていかなければならない。

政府は自治体に対し7月からの削減を一方的に要請している。一方で、2013年度政府予算案については遅くとも5月中旬までの成立が確実であり、今後、すべての自治体において、どう対応するかの決断が迫られることになる。
これまでの交渉で、阻止を勝ち取る単組は徐々に拡大をしており、現在、その数は全国で120を超えている。組合員の怒りを結集し、団結し、粘り強く交渉を展開した成果である。交渉継続としている単組も数多くあるが、先行する単組に追随して阻止を勝ち取ろう。4.26統一行動に結集する全国の組合員・単組が、最後の最後まで諦めることなくたたかい続け、全国から「地公波及阻止」の大きなうねりを作り出し、労使自治に不当介入する政府にNOを突きつけよう。
自治労本部として、最後までたたかう決意を明らかにし、皆さんへの連帯のメッセージとする。
ともにたたかおう。
2013年4月26日　　　　　　　　　　　　　　全日本自治団体労働組合
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